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地 方 財 政 と 補 助 金

.そ の 効 果 分 析 -

原 田 博 夫

I 補助金の諸類型

n 補助金の効果分析—— 標 準 的 説 明 •

D 1 補助金の効果分析一效用最大化仮説——

I V 結び

地方財政における重要な問題の一つが，中央政府と 

地方自治体間の財政関係であることは広く認識されて 

いる。これは，中央政府と地方自治体との間力の一定 

の行政事務配分を前提にした上で，更に，生じてくる 

問題である。一般に，これは中央政府から;方自治体 

への補助金という形をとる。本稿では,さまざま形 

態の補助金の下で,地方自治体が自らの栽量的政策手 

段を用いて，いかに自らの目標を達成しうるかという 

間題を扱う。最初に， 1節で，標準的理解に墓づく補 

助金の諸形趣を説明し，次いで， n節では，代表的形 

態の補助金の効果について図形的説明を与える。更に 

n 節では，地方自治体の効用関数を設定して，宾証分 

折への適用を念頭に置いた理論モデルについて議論を 

展開する。特にここでは，地方自治体の政策恋数のう 

ち，栽量的なものと制度的に制約されるものとの区別 

を明確にした。

I 補助金の諸類型

分析される問題点を明確にするために，まず，本稿 

で扱われる地方財政のプレ一ム. ワークから述べたい。

一国の財政構造はここではニ段階から成る。つまり

中央政府と地方自洽你である9 恼単化りために，財政 

支出は直接的h は地方自治体だけが行ない,中央政麻 

は各地方自治体への補助金という形で問接的に介入す 

るにすぎないとする。従っズー国内には地方公共財し 

か存在せず，またこの地方公共財は他の地方自治体へ 

の （からの）スピル . オーバー〔イン）効来を特ナこない 

ものとする。財政収入はn節では税収だけと仮定し， 

地方 [̂1治休は地方公共財のおめの財源にこれをあて， 

その税率は各地方自治体で独自に自山に調整できるも 

のとする。 in節では，税収の先取りとしての公債も導 

.入する。中央政府の税収は補助金の財源として用いら 

れるものとする。

觅に，各地方自治体内の個人の所得と嗜好は同一だ 

が，自治体間では與なると仮定する。従って各自治体 

の行なう行政サービスは， 治体内の個人の選好を反 

映したものであるはずであり，これは投票過殺におい. 

て把掘される。 '

以上のように設定された地方財政のシステムでは, 

各地方自治体の規摸と数は，地方公共‘財の生ま•消货 

に合わせて技術的に決定される。従ってここでの地方 

財政は本質的に娘権的なものであるではこのシステ 

ムにおいて補助金が必要となる理由は何か。少なくと 

も財政的には以下のような根拠がある。（1)どの地域に 

あっても各人が一定の行政サ一ビス水夢を享受できる 

,ように，特定ないしすべての地方公典財の給付水準を 

各自治体間で定となるように補助金を交付する。（2>

注（1 ) スピル. オーバ一効来を無祝することは，地方公典財の議論のかなり中心的部分を失なうことになる。以下の本文中で 

. も述べるように，本稿で論ぜられる補助金の中にはスピル. オーバ一効来の調整を的とするために, をのね:在意義を有 

するものもある。しかし本稿では補助金のもたらす効果分折に焦点をあてているので， ピル*オーバー効果の調盤をロ 

的とする補助金の議論は行なわないととにする。 .

( 2 ) ことで想5̂ さ̂れている状態は，すでにT iebout的 な r足による投票J を通じての個人の地域選択がなされている狀態 

である。 〔16〕 ■ ■
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( 3 )

顧

；

中央政府がメリジト財とみなした行政サービスの地方 

支出水準を増大させろために交付する。（3)自治体間の 

財政格塞を是正するために交付する。但しここでの財 

政格差の指標は，各自'冶体の（支出水準/ 課税総額）
C4)

と定義されろ。

次に，こうした存在意義をもつ補助金の性質は，地 

方公共財の供給費用の''^部を中央政府がA 担するもの 

と，地方自治体の財源一般にり入れられるものとに 

大別される。前者は費用補助金ないし価格補助金とみ 

なされ，後者は所得補助金と考えられる。しかし価格 

補助金と考えられる分担補助金も，交付された地方自 

治体め実質所得を増大させる限りにお'^、ては所得補助 

☆の性質を持っている。

' 補助金の形態としては，分 担 （matching),力、定額 

かの区別と, 補助金財源に上限があるかどうかという 

区別があ:る。まず分担補助金とは，地方公共財め費用 

のある割合を中央政府と地方自洽休が各々に負担する 

もめである。定額補助金とは，中央政府からはあらか 

じめ一定額しか地方i 治体に★付されないものである。 

分担補助金の場合には，地方公共財の給付水準に応じ 

て補助金額が異なるのに対して，•定額補助金では，給 

付水準にかかわらず一定額が交付される。次に補助金 

財觸に限度のある場合には,例えぱ地方自治休が分担 

補助金によって地方公共財の支出水準を増大させよう 

と思っても, れる限度額に達すると，それ以上の補助 

金額を交付してもらえなくなることがある。以上の諸 

形態の組み合せは実質的には, 定 額 .上限のない分担 

• 上限のある分担補助金の三通りである。

51に補助金の交付基準としては,中央政府が補助金 

交付の際に，地方自治体の適格性（eligibility) 審査 

を行なう場仓と，補助金'用速の指定をする場合とがあ 

る。適格性審をとほ，補助金を受値する際に，地方自 

治体が，すでに地方公共財のある一定水準を達成して

いると力、，あるいは何らかの課税努力をしているかど 

き6ふということである。また用途指定（条件-付き） か 

どうかという交付基準には，二通りの意味がある。普 

通は，特定の地方公共財に対'してのみ交付されるのを， 

用途指定（条件付き）補助金というが，更に限定して， 

特定地方公共財の特定虫ま要素にその用途を指定する 

こともあり得る。本稿では前吉の意味で， 条件付き 

(ある、,、は無条件）補助金を用いる。

以上の分類を- すると第1表のようになる。定額 

補助金の場合は，袖助金額そのものが上限度額だと考 

えられるので，実質的には上限アリである。分担補助 

金の場合，本稿のように特定の地方公共財を想定して 

いる時には，実質的には用途指定条件アリヤある。

第 1 表

分担補助金 定額補助金

性 質
費用(価格） 
補 ， 助

所得補助

地方自治体の
負担

ァ リ ナ シ

形 態 上限度額 ア リ

ナ バ

(ァリ）

交付基準

適格性審を ア リ
*

'ナ.シ

ア リ
★

ナ シ

用途指定条件 (アリ） ア リ

ナ シ

* についてはいずれの場合もありうる。

また，このような分類を大別して,しばしぱ一般補 

助金と特定補助金という区分もなされる。一般補助金 

とは，定額で無条件な補助金，すなわち一括（lurt̂ P- 

s um )補助金を指し，主として地域間の財政格差是正 

を目的とするものである。他方, 特定補助金とは,地 

域間のスピル . オーバーの調整を目的とするものであ

注（3 ) ソリッ.ト財についてはMilsgrave and Musgrave〔13〕を参照。

( 4 ) 各自治体内では所得と嚼好が同一だから，自治体内の個人問では差興がないと考えられる。この走義についてはLe 

G ran d〔l l〕，米原〔21：) を参照。

( 5 ) 負担割合が，地方公共財の支出水準に関わらず一定のものと, 支出水jpにI t;じて恋動するものとが考えられるが，一般 

には前者であり，本稿でも一定め资担割合の分担補助金を想定する。

( 6 ) 課税努力に関する様々な方式については木下〔10〕, Le Grand〔11〕を参照。

( 7 ) 例えぱ水® 管理という行政サービスを産出するためのどの投入物の対して補助金が交付されざかで，生産技術について 

の地方自治体の選択は影響を受けるかもしれないということである0 - 般にこの交付基準を論じていないのは，補助金が 

こうした要素価格比率を変えないと前提されでいるととによる。R asm u sse n〔14；) を参照。

( 8 ) 補助金を大別してこのように分類しているものとしては，贝塚〔め , 米惊 C21Dがある。木下〔1 0 )も参照。

—— 92 (1004)-—— •
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り，i 限のない条件付き分担捕助金のととである。い 

ずれの補助金の場合も，適格性審査については特に問 

わない。しかしこの区分は，すでに先の分類によって 

明らかなように，補助金の効果を分析するには十分で 

はない。事実，我々の分顏によれぱ，上限のない条件 

付き分担補助金はt&l、ずしもスピル‘オーバーの是正だ 

けを目的に存在するわけではないことが明らかである。

中央政府は，上記のような補助金の性質，形態，交 

付基準に基づいて，いかなる補助金が，所望の政策目 

標を達成する際に最も费ffl節約的かを判断するであろ 

う。他方，地方自治体は{̂1らの行動原理に従ってこれ 

を評価する't?あろう6 このような問題設定によってH 

節の分析は進められる'0

n 補助金の効果分祈一標準的説明一

次に，補助金が与えられた場合の地方冶体の反 life 

は，前節で見たよ 'うに，様々な補助金形態によって異 

なってくる。これについて本節では，11!形的説明を与 

える。

まず無条件定鎮補助金と上限のなV、条件付き分担捕 

助金の比較から始める。第 1'図はこれを図示したもの 

で, 横軸に補助対象となる地方公共財の量をとり，縦 

軸には私的財の量をとる0 敎的財をュュメレールとす 

れぱ, 縦軸には私的財で測力た所得がとられる。X  

.y 線は補助金がない時の当初の地方自治体にとっての 

予算線あるいはま出可能性線である。私的財ぼニュメ 

レールだから（i\り=1) , この直線の傾きは地方公共財 

の価格を表わす。地方自治体の当初の無塞别曲線をび<̂ 

とすれば，補助金がない時に地方自治体の選好す

ますこの分野での通常の伝統的分析から議論を始め 

る。最物に特定化しなくてはならないのは地方自治体 

の行動厚理であるが，これは前節で想定したフレーム 

.ワークの下では，消費者理論と同様の，効用最大化 

行動をとると考えられる。各自洽体内の個人は同一だ 

から，任意の代表的個人の選好をもって，当該自治体 

の選好を代表するものと考える。従って自治体の選好 

関数は当該自治体内の個人の序数的選好を単純に染評 

したものである。この地方ぐ治体は，まらの効用を，

すべての財の所与の価格および当該自治体にとって利 

用可能な資源に従って最大化に努めるものと仮定する。

ここで利用可能な資源とは，当該自治体内の個人の所 

得マイナスこれらの個人が中央政府に☆払った税プラ 

ス当該自治体が中央政府から受け取る補助金から成 

る。

注（9 ) このような前提にはさまざまな制約力;付けられねぱならず，これ自体で十; に論♦ 的な主題ではあるが，補助金の効果 

分析に関する初期の議論（代表的なものとしてはS c o t t〔15〕) 以来，はぽー贯してこのような前提がなされてき't おり 

これは，はぽ伝統的分析の最大のH1：働的仮定だといえる。従って本稿でも，自洽体は準IHI效用関数（限界代替詩ぶ適減）を 

持ち，原点に凸'の無差別tit!線を持っていると想定する。

本稿とは分與なった仕方で地域社会の無塞別|11|線を想定しているものとしては，Bradford and Oates C 2 H 3 X  

W aldauer〔18〕力tある。彼らによれば，集合的意思決定体としての地姨社会の序数的選好は，過半数め投票者-納税者の 

それを;i 映しているとみなされる。つまり地域社会内の個人は少なくともその!#好が同一*でないと想定されている点で本 

稿とはお-なる。し力、し過半数の人の選好が後台•的選好を形成していると考えて分析を進めており,本稿の想定による分 

祈と異なる点はない。但し彼らのような想定によると選好の集計という問題を避けることができない(W ilde C193 )o 
本稿では，あらかじめこの点をrtll避している。またBergson ニ Samuelson流の社会厚-生閱数，つま,り個人/'の初用関数 

がニ" 《‘(ズゾ，x,i, X m Oにiyづく社会厚生閲数W"ニ u\ "Y ««), j = l , 2 ,…，n を前提していないとと

に注意されたい《； '
(10) Wn'Jパ 19〕〔20〕は自治体が外部財源から徵収する斑も含めでいる。

(1り本稿では，議論の简Iji化のためにi i i " の地力公共財と私的財を想定したが，複数の地方公共財も前提しても，以下の譲 

論は基本めには何ら变5!されない。 ‘ ,

--- 93 (̂ 1005̂ -----

m r n r n m



r三田学会雑誌j 71巻6号 （197禅 I2月）

るのは >1点であり, 地方公共財のO X a と私的財の 

0 7 « の組み合せが選好される。ここで， 地方公共 

財 の た め に 犧 牲 に さ れ る 所 得 は で あ り ， 

従って税率はr « F /O F である。

無条件定額補助金が与えられると，予算線は 

ズ'K 'にシフトする。その紹果新しい均衡は,地方公 

共財に对する需要が所得爽化のとの範囲にわたって所 

得 弹 カ 的 な ら ば 点 , 所 得 非 弾  

力 的 O iX IXくd Y lY )ならぱ i?n点となる。 点の 

場 合 は 地 方 公 共 財 へ の ま 出 は 増 え る の 壞 カ 10 

力' ; , このためには増税(YaYc^の増加）.も必要とな 

り，私的財の消費水準が下落する. " の減少)。 

他方，J h 点の場合は地：̂公共財への支出は増える 

び の 増 加 ）力’、，減 税 の 減 少 ）力河能 

となり，私 的 財 の 消 費 水 準 は 上 昇 す る れ の 増  

加)。つまりCmおの場合は支出刺激効染が， パ《点の 

場合には税収入削減効果が作用する。

ここで貨幣の限界効用を丄定とすれぱ，補助金を地 

方自治体に与えても，直接個人に与えても，何ら相違 

がない。もし地方自治体に交付されれば，その一部は 

税の削减を通じて私的財に用いられる。もし個人にま 

付されれぱ，その一部は増税を通じて公共支出に用、 

られるからである。それ故に無条件定額補助金は地方 

自治体に対する一般的な所得補助金だと考えられ，従 

って所得効染だけが存在し，これはIE常の填合には正 

で，しかも地方公共財よび私的財の、、ずれの財の支 

出をも増加させると想定されよう。従ってこの補助金

の場合には i ? « 点のような新均衡点を想定できよう。 

つまりこの袖助金は地方公井財の給付水準を墙やすだ 

けでなく , 私的財の消費水準をもザj やすことになる。 

逆に言えぱ，このよ力な結果の予想されない無条件定 

額補助金（C « / 、ねこなると予想される場合）は， たとえ地 

方公共財の給付水準は増えても增税を必要とするため 

に，実施に当っては一定の限定条件（例えば必ず大幅に 

公共支出水準を地やすといった）を政府は約束せざるを得

次に上限のない条件付き分担補助金の場合の予算線 

は に 移 励 す る 。例えぱ地方自治体と中央政府の 

分担率が 1 : 1 であれぱ， 0 X ニX X り でをる。新し 

、、均衡点としては無条件定額補助金の場合と同様に2 

つの可能性が考えられる。 点 で は だ  

から税収入削滅効果が生じ，Cm点では 

だから支出刺激効果が生じる。とれは次のような状況 

に依存する。つまり地方公共財ズへの需要のそれ自身

の 価 格 弾 力 性 が 弾 力 的 で あ れ ぱ Cm点，

非弾力的ならばぶ/« 点である。あるいは，価格変化に 

よる実質所得効果が相対的な代替効果を補強するなら 

ぱじ„ 1点，上回るならぱ / ^ 机；̂(である0  

無条件定額補助金の場合と異なぅて，この上限のな 

\j、.条件き分担袖助金の場合は C j 2 i  .点とB j f i .点かいず. 

れも成立する可能性がある。 このニ財モデルでは
.(17〉 . . .

点と^̂ «1点の意味は明らかである。Cm点では地方公共 

財の給付水準は港える(^XaXc^の増加）が，税率が

注C 1 2 )ことでは直線つまIり一定の限界所得変換率を用いており，これは，当故i 治休における購入可能なすべての財の単位許 

用は購入量に関わらず不変であるという仮定に基づいており，これは更に, 固定的な生ま費用と̂ î 出物市場における完全 

競争という仮定に由来している（Waldauer [18〕）。従ってすぺての財の初期価格を既知とすれぱ， 当初の予算線は處 

線で描ける◊

( 1 3 )第 1図で説明すれぱ，地方公共財に対する所得弾力性は，0：„点の場合は^ ^ | ^ ^ / ^ こ> 1 で，i?"点の場合は0 <  

/ ^ < 1 である。地方公共财は，需要の所得弾力性が正つまり正常財だと-考えられるので, ガ" 点もC"点も当 

初の地方公共財の水準を上回っている0 W aldauer〔18〕を参照◊

< 1 4 )ま出刺激効果とは，補助金の受飢によって，地方自治体が，（補助金を含む）すべての財源から調建される支出を，受 

傲浦助金額以上に増やす場合のことである。税収入削减効果とは，地方自治体が，受領補助金の全額あるいは一部を用い 

て，減税を行なうことである0 W a ld a u e f〔18〕を参照。

< 1 5 ) しかし現突的状況では二つの政策は異なった結果をもたらすかもしれない。なぜなら人々は減税には投票するが，増税 

を通しての公共支出増には不確定な対‘応、を示すからである。Bradford  and O a te s〔 3〕〔2 〕，M usgrave  and Musg- 

r a v e 〔13；! ..を参照。

(16)
Y V t

お 1図でこの価格弾力性を示せぱ， 点の場合は一1<-；* e 

0Y / 0Y
OXo

fO Y

[XX^
|<0で , 点 の 場 合 は

XaXi>^
~ox7

K - lである。W aldauer〔IS〕を参照。\XX"/ )
< 1 7 )しかし抜数の地方公共財を想定し，補助対象とならなV、地方公共財を財とすると, Z 財がX 財の代替財であるか補完 

財であるかび^^の需耍の交差価‘格弾カ性^ ^ / ^ ^ による）に依存‘して，あるいはZ 財に対する需要の所得则カ性の 

相対的大きさに依存して，全体としての税水準がPil定されることになる。詳細についズはW a id au e i*〔1 8 )を参照。
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地方財政と補助金

上 昇 し か ら へ ) 

下する。

私的財の消費水準は低 

点では地方公共財の給付水準は増える 

(ズ の 増 加 ）が，税 率 は 下 落 し か ら  

へ) , 私的財の消費水準は上昇する。

次に補助金額に上限のある場合およぴ用途指定条件 

の付いている場合の,分担補助金と定額補助金とを比 

較検討する。第 2 図は，磁軸，横軸ぉょび無差別(nj線 

などについては第1図と同様す.ある。 線が当初 

の予算線である。ひぬア線は価格一定のもとで定額補 

助金fcよっで所得恋化させた時の所得一 消費線でホ 

1図のパ《点に対応するものであり，正常財の場合に 

ついて描かれている。Y aP Q線は所得一定のもとで 

が分担補助金によって低下した時の価格一 消費線 

で，？点までは第1図の Cm点に, P 点をす ぎ て か ら  

は 第 旧 の 点 に 对 応 し て い る 。初期均衡における 

補助对豪となる地方公共財の支出水準は0みである。

しこで定額補助金バF aが当該ま治体に交付される 

場合を考える。無条件袖助金ならぱ第1図 の 梭 同  

じである。しかしズ財へ用途指定されている場合には 

とうか。. 予算線は1"«バ/パとなるが，文財の支出水雜'

はやはり 0もであって变わらない。しかし捕助金航

注(18) Wi]de〔19；! を參照。 —^ ■ ■

(19) Musgrave and M usg av e〔13〕

(20) W ild e 〔1 9 )〔20〕を参照。

び1)だニと: ^ ま-まさS ま' 金の交例""̂ で に あるi 水準以上でぁるべき

力、 を超( I ると，ズ財に用途指定する条件は乖離. 

(deviation)効果を持つ。例 え ぱ と い う 定 額 捕

助金を- 条件で交付すれぱ，予算線はYeJS"Xeだが, 

条 件 付 き の 場 合 は で あ り ，均海点は各々;^点, 

だ/'点となる。丑" 点はF 在よりもX 財の支出水準が高 

^、。制離効果か存在する場合は，.当該自治体の自己財 

源はすべて•A：財以外の他の用途に向けられて お り （自 

治体はだ'ど"上のど こ か に存在する )， 補助金だけがズ財 

に用いられる。との場合には夷質的には中央政府がえ 

財を給付するのと何ら異ならない。ま た 以 上 の  

無条件定鎮補助金が交付され，例えば予算線が 

となれぱ，税率はゼ ロ に ま で 削減され，移 転 支払(負 の  

税） が必耍とされr )う。 .

次に上限のある条件付.き,分担.補助金について考える。 

中 央 政 府 の 負 担 率 が . ' ズ で あ る よ う な 上 限  

のない条件付き分担補金は，第 1図と同様に描-ける。 

但し第2 図セは価格一 消費線のタ点以降について,つ 

ま.り第1図 の 5j7i点のような状況について考慮する。. 

ここで補助金旗に上限が課されても，をれが例えぱ 

以上であれば, 予算線はF a / / (であ力て,新 

しい均衡点は/ 点’ズ財の均為支出水準はあやあり， 

無条件補助金の場合と何ら異ならない。しかし補助金 

額 が •以下，例えばパであれば，予算線は 

G B となり’ 新しい均海は所得一消費線に沿,った点 

になり，.ズ財の均衡支出水準はo x ^ となる。.と‘うし 

て分担補助金におけ《上限付きという制約は，分担補 .. 

助金の持っている代替効果を無効にする場合が€ 1 。

以上で, 前節にきげた補助金の諸類型のうち，代表 

的なものについての図形的説明はほぽ尺くされ;ている。 

ここでその結果を概括しておこう。捕助金を受鎮した 

当該自治休の反応は，少なくとも補助对象となった地 

方公^ f >の支出水準に関する限り増加することは明ら 

かである。定额補助金と分担補助金を比較すると，第 

1旧のように何らの样定条件も付けられていない場合 

においても，支出刺激効果と税収入削減効果を持づ可 

能性かある。定額袖助金が特定財にのみ指定された場 

合は，第 2因で黎たように，乘離効果をもつ思合があ 

る。つまり，当初に中央政府が予想する以上に，補助
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対象地方公共財へのま出水準が增加することがある。 

分担補助金に上限力*、斑されている場合がやはり第2図 

に示されている。 課されている上限度額が大きけれ 

ぱ,当該地方公共財の支出水準は価格一 消費線に沿っ 

た点が選択されることに変わりはない。しかし，上限 

額が小さけれぱ，所得一 消費線に沿った点が選択され， 

上眼のない分担補助金の場合よりも補助対象地方公共 

財の支出水準は小さくなるだろう。この場合には，代 

替効果と所得効果をもつ分担補助金が，所得効果しか 

持たない定額補助金と同じ効果を持つこどになる。

また，中央iSc府にとっての補助金政策の評価基準と 

しては，他に，いずれの補助金が所望の支出水準にお 

いて費用節約的かという観点がある。これについては, 

縦軸で測った〔補助金額一減税額〕の小さい方が望まし 

いということであり，第 2 図の価格ー消費線i^^ fQ i  

所得一 消費線0びとの垂直距離分だけ，分担捕助全の 

方が小まであるので望ましいことになる（但し初期均衡 

点はど点である) o これは，分担[補助金が义財の給付だ 

けに特定化されているのに対して> 無条件定額補助金 

は減税によって私的財の追加的購入が可能になろとい 

う意味で一般的だからである。

第 2表 歳 入 ‘.歳出別地方卞算

m 補助金の効果分析こ
CZ2)

キカ用最大化仮説-

一般政府としての地方自治体の歳入• 傲出は，第 2 

表のような項目から成り立っている。但し，ここで， 

補助金の形態は，上限のない分担補助金，一括補助金, 

上限のある特定補助金の三種類である。これらを，各 

,々 補助金パ，B , c とする。支出刺激効果は， n節 

の分析によれば，パが~^番で , 5 と Cは補助金額に応 

じて変わりうる。

予算を，栽量的度数と非栽量的変数に分けて，掲示 

したのが，第 3表である。補助金A とC の場合の,中 

央政府の経費魚担割合を，ルしとMeとすろ。補助金 

Aの,場合，補助対象財の価格は（1 一 Mズ）だけ低下す 

る。補助金C の場合，地方自治体の利用可能な補助金

歳 入 歳 出

1.租税およびね外収入び）

2.捕助金

(1)補助全乂

(2)補助金

(3)補助金C

U)建設事業費(C/)

(川経常支出（C)

1.建設事業費(COiV)

(1)補助金Cによる強制 

的分担額(/M)
(2)栽量的ま出( / )

2.その他の支出(^EXP) 

《1)補助金C に よ る 強制

的分担額(丑Af) •

(2)载量的支出（ど）

3.利子支払(の）

,財政余剰(S )

第 3表政策变数别地方予算

非叙量的政策变数(ズ) 栽量的政策变数

1.補助金ボMパ ）

2.補助金パ（5)

3.按除：

(1)補助金Cによる持ち出 

し建設事業費 ( I at-

(2)補助金Cによる持ち出 

し経常支出(どitf — C)

ゆ利子支拓Xの）

1.建設支出（/ )

2.経常支出び）

3.経常貯蓄（S)

4.控除： 、

(1).租税び）

額 C と中央政府の負担割合Meが，この補助金による 

強制的（mandated)支出額（経 常 支 出 の 場 合 は = 

C IM c ,建設支出の場合は/ ; ニ を 決 定 ^ る。

第 2表と第3表は, 単な.る項0 の振り換えだけなの 

で，予算恒參式は第2表でも第3表でも成立する。つ 

まり栽量的変数の総和( !  + E+ S- T ) は，非裁量的 

変'数の総和（义）に等しい。

地方自浩体は，自らの効用関数を予算制約に従って 

最大化することによって，意思決定するものとしよう。 

地方自治体は，裁量的政策変数によってこれを達成し 

ようとする。補助金は，地方自治体?^)自由栽量を保証

法( 2 2 ) 本節の議論は，G ram lich〔4 〕，〔5 〕，〔6 〕，〔7 〕B a r lo w 〔I V  および G m m lic h  and G a lp e r〔8 〕 に基づいて 

おり，特に，〔5 〕，〔8 〕，〔7 ：) を参考にした。

( 2 3 ) 上限のある特定補ゆ金とは，交付め際に，特定目的への用途指定と， 分担とが明示されている一走金額の補助金のこ 

. と (例えぱCategorical G r a n t s )である。

( 2 4 )逆に言えぱ，ホ火政府の众fti割合M e ,臉 , とは, Me ニ C/£：ル M c/=C,//wのことである。

(2 5 )地ガ治休の意®決定-J淋が，当該自治体の行政当局であるか地域使民であるかはことでは問わなW

しセ効il3関数を极っズいるめは, 行政当局者と地域住民の効用関数が本贺的には一のものであると想定しているか.らで 

ぁる。（注9 ) を参照。 ' ’
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地方財政と補助金

する場合もあるが（補助金i?) ,制度的に制約する場合

もある（補助金ぶとC)。

地方自治休の効用開数は, 4つの政策目標について

の2次形式から構成されている。
. (26)

U ニIHQu 仏，Q ,,仏)ニ E (1)

ただし政策目標Q iは

ニ E}P ぉキ r j^ iilP E -N (2a)

ニ rガ P-TIJP (2b).

Q3=K^+ ijP j (2c)

K^=a~S)K-, + r jM lP i 

Q, = FA-JP+SIP (2d)

である。とこやa " とQ i は, 各々，正である。限界効 

用 5 £ / / 3 ^ ? € ニ< ?《1 - « $ 2 ( ? £ は正で，通減する（がび/ 5 0 パ 

ニ一« む< 0 ) と仮定する。

まず，（2a)経常支出の増大。総支出（政府購入プラス 

移転支払）E X P は，裁量的支山E と補助金による強制 

的支出丑;》/ の総和である。

E X P = E + E m (3 )

これを，実質値で示すために支出価格指数P e でデフ 

レートし，最低支出欲求を反映するものとして人口変 

数iVを含めたのが，（2a)である。r ,は補助金代替パラ. 

メタ一である。r, = l ならぱ, E と 丑Mは同一*の貨幣 

単位当り効用をもたらし，補助金5 と補助金Cの総支 

出に及は‘す効果は同一であろう。7\<1ならば，貨幣 

単位当り効用は, 丑 よ り の 方 が 小 さ く ，不完全な 

補助金代替である。

次に，（2b)私的可処分所得の増大。効用は税込み所 

得 （F ) の増加開数だが，地 方 税 （ア）の'減少関数で 

ある。すでに, n節 （注ほ）で見たように，所得と税 

の均等変'化は，同一の貨軟単位当り効用をもたらさな 

いだろう。同一の効用をもたらす場合は，ド2ニ1 であ

る。しかし,' ならぱ，減税による可処分所得め.

増加が選好されるセあろう。また，とのパデメタ一ら 

は，私的所得と補助金5 の公共支出に及は♦す効采をも 

反映している。補i助金ガの財源は,すでに中央政府が 

調達してあるので, n < i の場合は，それだけ公共支 

出が増大するだろう。また, 一般的物価指数P でデブ 

レートされている。

(2C)固定資本ストックからのサービス量の增加。こ 

のサビス量が現実の資本ストックK に比例するなら 

ぱ，との海束からの効用は資本ストツクの比例関数で 

ある。総建設事業費CONは，栽量的建設支出/ と補 

助金による雖制的支出/ の和である。

CCWニ/ + /.Af ( 4 )

固定資本ストックは， 1期間では費消しっくされない 

の で , ラ グ 付 き ス ト ッ 夕 量 を 効 用 に 入 れ  

る。但しるは減価償却率である。ド3は補助金代替効振 

パラメタ一であり， は資本財倾格指数である。 ’ 

a - S )K - ,と / j t fはともに亦裁量的な外生!^数だか 

ら，恼単化のため，ま と め て と す る 。

最まに，（2d)純金融資産ストックからのサービス量 

の増加。このストックは，ラグ付き金融資産/M-1と 

経常的金融貯蓄S からなる。このストックが增えるに 

っれて，余剩増加の誘因が乏しくなり，支出を増やし 

て減税をしようとするだろう。

地方自治体は, 4っの载量的政策変数•-ー择常支出 

( ^ 0 ,建設支出（/ ) , 租 税 ( T ) ,金融貯善（S )—一- 

を用いて，予算式

J ( l  + ；?+5') +丑(1_M  ィ）+S — T

ニ - D'ミ X ' (5)

に従って，効用関数(1)を最大化しようとする。ここで，

は以前の債務利支であり，/ (i?+めは， i?を地方

注(2 6 )ここでの効用関数は，例えぱ, 2財に関する一般的な2次形式の効用関数

U^u{qu <7j)ニめな,+ +

から，交差頃め/を除いたものである。ここで，ヴ1 ,な,は財 1 , 2 の数量である。 的な2 次形式による効用関数によれ 

.ぱ，各財の限界効用《*,. は, が=»1-トめ■<?,+びUマりがニ十も Iヴ1+も,ヴ, . となる。

各財への支出.額 Ei ニわm ゆ，一定の価格体系の下で，E iミpiなi ニ K iv + C i,つまり所得がの1次関数になり，線型

支出唤f長線となる。，この需耍関数り特徵は， ,

ニ 1. , Ci + Ci=0 す な わ ち ニ  2/

が保証されてV、ることである。

. このことは，本文（1)式のように，交差項め/ を無視したa t 村 〔17〕によれぱゴッセン型の）効用関数でも成り立つ。

また，《.ニ（《1+か. 0 « + / ? « ) 。"= ^ (め+<?0®レのペルヌイ一ラプラス型効用|M)数を/Tiいて定式化して 

いる例として，McGuire〔12〕がある。

( 2 7 ) 最低支出欲求の巧iVは，総支出想そのものを变えるものではなく，支出性向を变えるものである0 突際の計測に隙して 

は, 学! 児ま数や宴婦数等を説明疲数とする◊ G ran ilich  and G a lp e r〔8 〕を参照。
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債の利子率とすれぱ，経常債務の利仏であを。

効用最大化のために, 次のラグランジ: 方粗-式なお

r - m 堂会雑詠 r n 卷 6 号 （I978的 2月）

t,Enr , »r . - も）
Z i ~  O n  一 ロ12—户 一  ■{■ 一 び‘ 1~一  ~p

a-M A )fFA - , . X'\
4* a A

Lニ か (《fiル - ま 2一ね ) + ボ (l+7?*i*5) 

+ i? ( i- M ^ )+ s - r- x o

;[はラグランジエ未定乗数である。効)11最大化の1階 

の条件は，

dL

dE

dL
d i

dL
dT

せ )- も (か 〜 ト へ
+  ̂  (1一 iV/yi) ニ  0

、お - ら g(お (/( '+ も ）

+ X(̂ l + R + d)=^0

4) 一

一 ク ニ 0

I )  - 《«("；̂) ( さ + X-

^ ■ ニ / (1  + / ? + <5) +  Z ? (1  —  M j )  +  S —  了 て ギ ,ニ  0

\ ( 6 )

である。 ’

(6)式を整理して, 行列表示すれぱ,

^ ) ( i+ / e + 5 )

、(l + i? + 5)

^42' 

び42!

fP j'

k P

( I I
\ P ,

P e O^-MX)
p

丄 {P eO - M aV  
み 2十び <42| p

Â2~
Pe (1 一 M乂）

P

ぐ れ ( 1 + が + め

' I  1

P ~ I
. る ,

P e a - M A )
ん 2 p ま = 2 - /

« 2 2 +  ^ iZ

T
. K

Zs\

ただし

(P j
Zi ~a%i— ciaiK^aiii-p- (l + R+S)

ぶ

P

h Y ■ ( F A . ,丄  X'\
• «  41 + «  4* ( j '

(7 )

となる。

この体系(7)]?>、ら非線涯価格項を除くために > 相对価 

格の所得効果を,新たに非敦量的予算変数义に含める 

t t

三 + (/? +る） ニ + 一 '^+S (5 ) '

となる。この操作によって，体系00は， .

り 32 +ロ《 4̂2 び 42

^12+^ 

a 42

Zi'\' Q.

Zz~i~ a 

Ẑ-\" d

び2 2 + な42

■ H P i -

E IPe

.-T IP .

-1■

(FA 一i + X,
P .

(FA -1 + X'
P

( 8 )

ただし

み = ^ 31 - - び4 ^ ^ y i + R + d )

び rrEii , Pe(1-M j)
るニら1一ら2— --+び12がーび4

ニ

P e

I f - a .

となる。 、

(8)式を解.き，かつ線盤支出体系の一般的特徴（注25) 

を考慮して，第 4 の変 数 げA /P )を加えたものが，

r  I l P i  1 ‘ ( び12<^22 +  'び12 み  2 +  ダ 22 〜 2)

E I P e 1 一 (122^42

一  T I P 一ん 一 .《1 2 « «

- FAIP - - ,  一 d\zO'tz ■

, — 2̂2̂ 42 一 び12*̂42

(«22«32+ «220«+ «32««) ‘， 一《32««

—«32«42 («12«$2+ «12«42+ <?32«42)

—(Ii2dz2ほ22び32

びロび22び42- 

ゐ22び32び42 

び12び32び《 

なU び22び3!!

る

L (FA-, + X)jP

(9 )

ただし

^0 =<31,2̂ 22̂ 32+̂12̂22̂5?42+ び 32 び 42 

+ 22̂ 32̂ 42
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地方財政と補助金

FA_PA-^-\-X I  E T 

P 厂 P i マ

.である6 体系(9)において, . 次の性質が？i i認やきる。つ

まり， 4 つの従属変数 //P/, EIPe , - t ip , : FAIP

.の総和は（FA_1 + 'Y )/Pであり, その4 0 の係数の総

和 で あ る 。また，各Z の係数の総和はゼやある。

この体系の長期均衡解は，（9)式において，雄設支出

. / と余剰S をゼロと置き， — T /P = Z /P と仮定

することによって求まる。ここで短湖係数flけを長朋

均衡係数プで置き換えると，

* EIPe' 1 み32み42 一 み 32み42 み22ひ32み42

一 TjP ニ 冗 - 一 ろ 32ろ42 み32ひ*42 わ12しれむ42 •

X
(10)

☆ だ し .

■ ^ 0 = ろ12ゐ32ろ4 2 + ろ22し & 4

.となる。

この長期均⑥体系から，様々なタイプの袖助金ま 

±̂1に及ぽす効果を決定できる。関連のある係数の部分 

-だけを示せば，（ic|式 よ り ’ … .’

E X P  'E  E m 

' P e

ニ ' ^ [ ^  ( ろ ! 2 ろ 32 ろ 4 2 +  ろ 22 ゐ 32 ろ .

- ルぬ + lhJu2bJ^ お

+ ろ22ゐ32ゐ" I

'MaE . B

P
C
下 .

を得る。との場合，分担補助金パの貨幣単位当り効果 

ね ,

^Pe \/Pe \djEXPlPs)
diMAElPe) み32ろ42ろ•m{

、ァ 八 ' ^  ノ

+ ろ 22 ゐ 32ゐ《(*^)'1 (12a)

である。一括補助金パの貨幣举位当り効果は，

.み22 み3!!&42(~ ^ ) j (12b)
djEXPlPt,)

d{BlPjs)

であり，（12a)より明らかに小さい。また， 特定補助 

金Cの貨幣取位当り効来は， ニC/M(7に注意して 

.展開すれぱ，

H E X P IP b )

HCIPe )

- (12c)

となる。とこで，もし iV ニ1.ならぱ，つまり£ がとi? 

が完全代替的ならぱ，まズこP ニP ぉ す か 補助金C 

は，分担率M eに関わらず, 補助金 i ?と同の支出刺 

激効果をもつ。もし 3-,< 1 ならぱ, とめ補助金Cは袖 

助金B ょり大きなま出刺'氣効;^を持っているが，補肋 

金パとの大小比較は直ちにはわからない。

また，補助金の減税に及ほ*す ‘'効康をみるために， 

式より，同様に，関速のある係数の部分だけを示せ 

‘ぱ, '  . ；■；,

ニ ★kAsみ み ね み "みれ' / ^ ,

B

を得る。

分担補助金パの貨幣単位当り効果は，

(13)

H - T IP ) 一 I  I 
d(MAEfPE) B,\~ 6 32̂  41 ̂ 42 

+ bxib îb (14a)

である。従って，すでにこれまでに檢討したように， 

係 数 1>リ いかんによっては，この補助金を受領する 

ことによって, 増税をま施しなくズはならないことも 

ある。一拙補助金B め貨幣単位当り効振ほ， ■

ニ み1んゐイタ) ] ( 1 側 
ヤあり，（M a )の方が明らかに小さい。また，特定補 

助金C の貨幣単位ぎり効果は，ぶダニC/Mc；に注意し 

て整理すれば’

H - T IP )

H CIPe ) ~B.
P e .

(14(?)

となる。ここで, 例えぱr ,ニ1でPfi ==Pの場合には， 

(14c) は一 みlA ;ゐWみとなって,増税をもたらす可 

能性もある。 '

以上より要約すれぱ, 分 担 捕 金 >4と舌補助金 B 

の場合は，支出効柴に関しては办担補劝金乂の方が大 

である（( l2b )> ( l2b ) )力;，減税効果に関しては一括 

補助金 i?の方が大である（(14a) <(14b))o前者に 

ついては， II節ヤすでに検时した通りである。後者 

は，同額の補助金による減税効染をまわすものである。 

補助金額にネ限ある特定補助金Cの場合は,パラメ 

ク一デ1や 分 担 本 に 応 じ て ，一4i£に決めることは
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(28)

できない。

最後に，体系⑩から，（2a)式における補助金代替パ 

ラ メ タ ー と ,

用クイトデ 2 が許算できる'。 

d(TIP)ld(EMlPE) 
diTlP)ld(XiP) 

d(EtPE)ld{YIP)

(2b)式における所得と换の相対的効
(29) '

Ti = 一

7.
d(EiPE)ldiXlP)

(15a)

(15b)

W 結 び

本稿においては，地方公共財のスピル•オーバーを 

無視した地方財政のフレーム.ワークの下で，さまざ 

まな補助金のもつ配分効果について論じてきた。この 

場合，実際に中央政府の補助金を交付す.ポ基準として 

は，純然たる配分上のi i点だけ■ではなく, 公平的観点 

も含まれていよう。しかし,ここでは補助金政策の効 

果の判断基準どしては配分的ぽ点だけであった。

地方自治体の効用関数最大化分析は，最終的には需 

要の所得弾力性と価格弾力性に依存する。しかもこの 

分析には以下めような問題点がある。第一は，地方自 

洽体の効用関数が存在するのかという点である。すで 

に I 節で注記したように，たとえ地域社会の社会厚生 

関数を想定しなくても，この間題は糖々の論争を生ん 

でいる。しかしこれは，効用関数最大イ匕仮説による！[I 

節のような実証分析による成果によって，檢諷される

題ヤもある。従って!^ニに，地方自治体は他の行動 

原理に基づいていると想定する可能性は大いに残され 

ているわけである。けれども，たえと効用関数を想定 

するにしても， in節で見たように，いまだ実証的見地 

から決着をみているわけではない。

'以上のような窗保条件を考慮した上で，本稿の分析 

を卖際へ適用するに際しては，比較の対象となる補助 

金がはぽ同規模であることが望ましいであろう。また， 

地力まttiを補助対象となるものと，そうでないものと 

に分類するする際の銀計の問題は特にffi耍であろう。

とれを卖際的に処理する場合の有力な解決策は， 、ま 

だ見い出されていないのが現状である。
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